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税務情報 

国税庁 － 所得合算ルールに相当する制度等に係る通達の趣旨説明
の公表 

2025 年度税制改正では、2023 年度税制改正で創設され 2024 年度税制改正で
見直しが行われた OECD/G20 の BEPS 包摂的枠組み（以下、「包摂的枠組み」）
において合意された第 2 の柱に係るグローバル・ミニマム課税のうち所得合算
ルール（IIR: Income Inclusion Rule）に相当する「各対象会計年度の国際最低
課税額に対する法人税」（以下、「J-IIR」）について、2024年 6月に包摂的枠組
みから公表された執行ガイダンスの内容等を踏まえた改正が行われました。 

また、外国子会社合算税制について、外国関係会社に係る課税対象金額等を内
国法人において益金の額に算入する事業年度を、「外国関係会社の各事業年度終
了の日の翌日から 2ヵ月を経過する日を含むその内国法人の各事業年度」から、
「外国関係会社の各事業年度終了の日の翌日から 4 ヵ月を経過する日を含むそ
の内国法人の各事業年度」とする改正も行われました。 

国税庁は 12月 19日、2025年度税制改正における J-IIR及び外国子会社合算税
制の改正に対応して発遣された「法人税基本通達等の一部改正について（法令
解釈通達）」（2025年 9月 26日付）（*）に係る以下の趣旨説明を公表しました。 

 令和 7年 9月 26日付課法 2－14ほか 2課共同「法人税基本通達等の一部改
正について」（法令解釈通達）の趣旨説明 

この趣旨説明では、主に新設された通達の趣旨や留意点等について解説されて
います。 

（*） 改正通達の概要は、e-Tax News No.339「国税庁 － 所得合算ルールに相当
する制度等に係る法令解釈通達の公表」（2025年 9月 30日発行）でお知ら
せしています。 
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